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 障害者総合支援法・児童福祉法に基づくサービスは、自立支援給付(介護給付、訓練等給付、自立支援医療、補装

具費)、地域生活支援事業及び障害児通所給付となります。Ｐ42 にサービス一覧が掲載されていますのでご参照くだ

さい。 

・自立支援医療 詳細はＰ17～18 をご参照ください ・補装具費 詳細はＰ52 をご参照ください 

 

１、介護給付、訓練等給付、障害児通所給付 

◆問い合わせ 障害福祉課 TEL 378-2111（代表） FAX 378-5677 

～申請からサービス開始まで～ 

           困ったことがある場合や、どのようなサービスを利用したらよいか分からない場合、新しい

サービスを利用したい場合は、市役所（障害福祉課）か障害者相談支援事業者（稲城市社会福

祉協議会、マルシェいなぎ Ｐ１～2 参照）へご相談ください。 

            

           利用するサービスが決まったら、ご本人やご家族が市役所に申請してください。 

          介護給付を利用する場合のみ、障害支援区分の認定を行います。認定調査員が、障害の状況や

利用の意向、生活環境などの聞き取り調査を訪問等により行います。児童を除き、主治医に意

見書を市役所から依頼します。聞き取り内容や医師意見書を参考に障害支援区分判定等審査会

で障害支援区分を決定し、認定結果を郵送で通知します。 

 

サービスを利用する場合は、相談支援専門員にサービス等利用計画の作成を依頼し 

サービス等利用計画を市に提出します。 

 

           サービスの種類、支給期間、利用者負担額などが記載された受給者証を交付します。 

 

 

           受給者証を提示して、指定事業者・施設との間で直接利用契約を締結します。 

 

 

           サービス等利用計画に沿って、受給者証の記載事項の範囲内でサービスを利用してください。

利用後、利用者負担額と実費を指定事業者・施設に直接支払います。 

 

           サービス利用状況を検証しサービス利用の見直しをします。 

受給者証には、サービス毎に有効期間が書いてあります。引き続き利用を希望される場合は、 

更新申請が必要になりますので、ご留意ください。 

 

原則としてサービス費用の１割を自己負担していただくことになりますが、所得に応じて利用者負担月額上限額が

設定されるため、ひと月のサービス利用量にかかわらず、それ以上の負担は生じません。また、生活保護世帯、市民

税非課税世帯の方の利用者負担はありません。 
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２、就学前の障害児通所支援に係る利用者負担について 

◆問い合わせ 障害福祉課 TEL 378-2111（代表） FAX 378-5677 

・無償化  満３才になって初めての 4 月 1 日から 3 年間、障害児通所利用者負担額は無償化されます。 

・多子軽減 兄または姉がいて、一定の要件に該当する場合、障害児通所支援を利用している就学前児童の利用

者負担額が軽減されます。 

 

３、高額（新高額）障害福祉サービス費(高額償還) 

◆問い合わせ 障害福祉課 TEL 378-2111（代表） FAX 378-5677 

同じ世帯で複数の方あるいは 1 人の方が障害福祉サービス、介護保険サービスや補装具費支給等を受けたこと等

により 1 か月の自己負担額の合計が世帯の基準額を超えたときに、ある一定の条件を満たした場合、基準額を超え

た分が高額障害福祉サービス費として償還払いにより支給されます。対象者には障害福祉課より通知いたします。 

 

４、地域生活支援事業 

◆問い合わせ 障害福祉課 TEL 378-2111（代表） FAX 378-5677 

障害のある方が、その有する能力や適性に応じ自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、住民に最

も身近な市町村を中心として実施する事業です。市町村及び都道府県は、地域で生活する障害のある方のニーズを踏

まえ、地域の実情に応じた柔軟な事業形態により、自治体の創意工夫により事業の詳細を決定します。サービスによ

って、自己負担の有無や金額、申請方法が異なります。 

～申請からサービス開始まで～ 

           困ったことがある場合や、どのようなサービスを利用したらよいか分からない場合、新しい

サービスを利用したい場合は、市役所（障害福祉課）か障害者相談支援事業者（稲城市社会福

祉協議会、マルシェいなぎ Ｐ１～2 参照）へご相談ください。 

 

           利用したいサービスによって申請先が異なります。 

【市役所（障害福祉課）へ申請】 

日常生活用具給付事業、移動支援事業、日中一時支援事業、身体障害者入浴 

サービス、自動車教習費助成事業、自動車改造費助成事業 

【稲城市社会福祉協議会へ申請】 

意思疎通支援事業（手話通訳） 

 

           サービスの利用要件を満たしているかの審査や施設での判定後、サービスの種類、支給期間、

利用者負担額などが記載された受給者証や通知書を交付します。 

 

           受給者証や通知書を提示して、指定事業者・施設との間で直接利用契約を締結します。（移

動支援事業、日中一時支援事業、身体障害者入浴サービス） 

 

           事業ごとに決められた範囲内でサービスを利用してください。 

          利用後、サービスごとに決められた方法で、利用者負担額を支払います。 

 

           心身の状態や生活環境等が変わったときはサービスの見直しが可能ですので、市役所にご相

談ください。 

有効期間のあるサービスについては、受給者証に有効期間が書いてあります。期間後も引

き続き利用を希望する場合には、更新申請が必要になりますので、ご留意ください。 
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